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告   示 

◎新潟県告示第429号 

行政書士法（昭和26年法律第４号。以下「法」という｡)第14条の規定に基づき、次のとおり行政書士に対する

処分をした。 
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令和４年４月５日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 処分を受けた行政書士の氏名及び事務所の所在地 

(1) 氏名 磯貝 義雄 

(2) 事務所の所在地 糸魚川市大町１丁目６番22号 渡辺事務所 

２ 処分をした年月日 令和４年３月29日 

３ 処分の内容 戒告 

４ 処分の理由  

  法第14条は「行政書士が、この法律若しくはこれに基づく命令、規則その他都道府県知事の処分に違反した

とき又は行政書士たるにふさわしくない重大な非行があつたときは、都道府県知事は、当該行政書士に対し、

次に掲げる処分をすることができる」と規定し、その処分内容として、戒告（同条第１号)､二年以内の業務の

停止（同条第２号）又は業務の禁止（同条第３号）が掲げられているところ、以下のとおり、本件における磯

貝行政書士の行為は法に違反するものであると認められることから、本県が定める懲戒処分の基準等に照らし、

法第14条の規定により処分を行うこととする。 

(1) 法違反の事実 

ア 行政書士の信用又は品位を害する行為があったこと（法第10条違反） 

行政書士は、誠実にその業務を行なうとともに、行政書士の信用又は品位を害するような行為をしては

ならない（法第10条)｡ 

本件についてみると、平成31年１月９日、磯貝行政書士は、自身が行政書士の業務として受注した諸申

請手続業務の一部を測量会社に依頼した。測量会社は当該業務を履行し、同年２月28日付け請求書により

磯貝行政書士に当該業務の代金を請求したが、磯貝行政書士は、代金支払の催促に対して代金支払を約束

するだけで、以後、当該業務の代金を一切支払っていないことが認められる。このことは、行政書士の信

用又は品位を害する行為に当たると解され、法第10条に違反する。 

イ 日本行政書士会連合会に変更登録を申請していないこと（法第６条の４及び法第13条違反） 

行政書士となる資格を有する者が、行政書士となるには、行政書士名簿に、住所、氏名、生年月日、事

務所の名称及び所在地その他日本行政書士会連合会（以下「連合会」という｡)の会則で定める事項の登録

を受けなければならず、登録を受けた事項に変更を生じたときは、遅滞なく、所属する行政書士会を経由

して、連合会に変更の登録を申請しなければならない（法第６条第１項及び第６条の４)｡ 

本件についてみると、磯貝行政書士は、少なくとも令和３年２月以降、事務所の所在地を変更したにも

かかわらず、連合会に対して変更登録の申請を行っていないことが認められる。 

このことは、法第６条の４に違反するほか、登録事項に変更が生じたときに遅滞なく変更登録の申請を

行うことを規定する日本行政書士会連合会会則第44条第１項を遵守しておらず、連合会の会則の遵守義務

について規定する法第13条にも違反する。 

ウ 業務に関する帳簿を作成していないこと（法第９条第１項違反） 

行政書士は、その業務に関する帳簿を備え、これに事件の名称、年月日、受けた報酬の額、依頼者の住

所氏名その他都道府県知事の定める事項を記載しなければならない（法第９条第１項)｡ 

本件についてみると、磯貝行政書士は、行政書士としての業務開始以降、業務に関する帳簿を作成して

いないことが認められ、法第９条第１項に違反する。 

(2) 処分の適用について 

本県が定める行政書士及び行政書士法人の措置請求事務取扱要綱（以下「要綱」という｡)第５条第１項は、

法第14条各号に掲げる処分の基準を別表に掲げており､｢帳簿の備付義務違反」が処分事由となる懲戒処分の

種類を「戒告又は業務停止」と規定する。 

そして、知事は､｢懲戒処分を受けた行政書士等が、当該処分の日から２年以内に更に措置請求を受けた場

合において、当該事実が別表の左欄に掲げる処分事由に該当するとき｣､「行政書士等が行った行為が別表の

左欄に掲げる処分事由の２以上の事実に該当するとき」又は「行政書士等が行った行為の態様等が極めて悪

質であるとき」には、別表に掲げる懲戒処分の種類のうち最も重い懲戒処分を行うことができる（要綱第５

条第２項)｡ 

本件についてみると、磯貝行政書士の上記(1)ウの行為は、要綱別表の「帳簿の備付義務違反」に該当する

ところ、要綱第５条第２項第１号及び第２号に該当しないほか、帳簿の未作成により実質的な影響を受けた

者はおらず、行為の態様等が極めて悪質であるとまでは認められないため、同項第３号にも該当せず、戒告

に相当する。 
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   また、磯貝行政書士の上記(1)ア及びイの行為については、要綱別表に処分基準が規定されていないが、上

記(1)アの行為による他法令の違反が認められないことや、上記(1)イの行為により実質的な影響を受けた者

がいたわけではないことを踏まえ、法第14条第１号の戒告に相当する。 

 

以上により、磯貝行政書士については、法第14条第１号の戒告処分とする。 

 

◎新潟県告示第430号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県魚沼地域振興局地域整備部業務課

において縦覧に供する。 

令和４年４月５日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 小出守門線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

魚沼市須川字風下タ780番から 

 

同市須川字野付487番１まで 

新 9.5～27.5メートル 571.6メートル 

旧 7.6～27.2メートル 572.9メートル 

 

◎新潟県告示第431号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県魚沼地域振興局地域整備部業務課

において縦覧に供する。 

令和４年４月５日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 路 線 名  県道   小出守門線 

２ 供用開始の区間 

  魚沼市須川字風下タ780番から同市須川字野付487番１まで 

３ 供用開始の期日  令和４年４月５日 

 

◎新潟県告示第432号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県十日町地域振興局地域整備部業務

課において縦覧に供する。 

令和４年４月５日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 道路の種類 一般国道 

２ 路 線 名 252号 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

十日町市上野甲919番１から 

 

同市上野甲941番１まで 

 

新 

 

 

8.9～20.1メートル 

 

340.0メートル 

 

旧 

 

8.9～16.2メートル 

 

340.0メートル 
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◎新潟県告示第433号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、一般国道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県十日町地域振興局地域整備部業務

課において縦覧に供する。 

令和４年４月５日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 路 線 名  一般国道 252号  

２ 供用開始の区間 

  十日町市上野甲919番１から同市上野甲941番１まで 

３ 供用開始の期日  令和４年４月５日 

 

◎新潟県告示第434号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県十日町地域振興局地域整備部業務

課において縦覧に供する。 

令和４年４月５日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 十日町塩沢線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

十日町市甲825番から 

 

同市乙730番２まで 

新 7.4～18.0メートル 360.2メートル 

旧 6.5～28.5メートル 368.7メートル 

 

◎新潟県告示第435号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県十日町地域振興局地域整備部業務

課において縦覧に供する。 

令和４年４月５日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 路 線 名  県道   十日町塩沢線 

２ 供用開始の区間 

  十日町市甲825番から同市乙730番２まで 

３ 供用開始の期日  令和４年４月５日 

 

◎新潟県告示第436号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県十日町地域振興局地域整備部業務

課において縦覧に供する。 

令和４年４月５日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 中深見越後田沢停車場線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 
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十日町市重地字下重地丁374番22から 

 

同市倉俣字大水口甲5177番１まで 

新 5.9～18.0メートル 314.3メートル 

旧 5.9～17.8メートル 314.3メートル 

 

◎新潟県告示第437号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県十日町地域振興局地域整備部業務

課において縦覧に供する。 

令和４年４月５日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 路 線 名  県道   中深見越後田沢停車場線 

２ 供用開始の区間 

  十日町市重地字下重地丁374番22から同市倉俣字大水口甲5177番１まで 

３ 供用開始の期日  令和４年４月５日 

 

◎新潟県告示第438号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県十日町地域振興局地域整備部業務

課において縦覧に供する。 

令和４年４月５日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 道路の種類 一般国道 

２ 路 線 名 353号 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

十日町市葎沢字猿倉申703番１から 

 

同市葎沢字清水沢申790番３まで 

新 23.0～142.2メートル 681.4メートル 

旧 11.2～135.0メートル 689.9メートル 

 

◎新潟県告示第439号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、一般国道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県十日町地域振興局地域整備部業務

課において縦覧に供する。 

令和４年４月５日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 路 線 名  一般国道 353号 

２ 供用開始の区間 

  十日町市葎沢字猿倉申703番１から同市葎沢字清水沢申790番３まで 

３ 供用開始の期日  令和４年４月５日 

 

◎新潟県告示第440号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県南魚沼地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 
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令和４年４月５日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 十日町当間塩沢線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

南魚沼市大沢字湯ノ入1227番１から 

 

同市大沢字湯ノ入1227番１まで 

新 11.0～41.6メートル 149.5メートル 

旧 11.0～20.0メートル 161.1メートル 

 

◎新潟県告示第441号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県南魚沼地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

令和４年４月５日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 路 線 名  県道   十日町当間塩沢線 

２ 供用開始の区間 

  南魚沼市大沢字湯ノ入1227番１から同市大沢字湯ノ入1227番１まで 

３ 供用開始の期日  令和４年４月５日 

 

◎新潟県告示第442号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県佐渡地域振興局地域整備部業務課

において縦覧に供する。 

令和４年４月５日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 佐渡縦貫線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

佐渡市羽茂大崎2220番１から 

 

同市羽茂大崎1446番１まで 

 

新 

 

5.0～48.8メートル 

 

1020.7メートル 

 

旧 

 

4.8～48.8メートル 

 

1039.1メートル 

 

◎新潟県告示第443号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県佐渡地域振興局地域整備部業務課

において縦覧に供する。 

令和４年４月５日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 路 線 名  県道   佐渡縦貫線 

２ 供用開始の区間 

  佐渡市羽茂大崎2220番１から同市羽茂大崎1446番１まで 

３ 供用開始の期日  令和４年４月５日 
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◎新潟県告示第444号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第60条第１項の規定に

より、指定自立支援医療機関（育成医療・更生医療）の指定を次のとおり更新した。 

令和４年４月５日 

新潟県知事  花 角  英 世 

名 称 所 在 地 
担当する医療の 

種     類 
更新年月日 

しなの薬局 塚野目店 三条市塚野目４－19－17 育成医療・更生医療 令和４年４月１日 

みなみ調剤薬局 荒町店 三条市荒町２丁目１－22 育成医療・更生医療 令和４年４月１日 

あきつ調剤薬局 燕市秋葉町４丁目10－14 育成医療・更生医療 令和４年４月１日 

 

◎新潟県告示第445号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成18年厚生労働省令第19号）第63

条の規定により、指定自立支援医療機関（育成医療・更生医療）から次のとおり廃止した旨の届出があった。 

令和４年４月５日 

新潟県知事  花 角  英 世 

名 称 所 在 地 
担当する医療の 

種     類 
廃止年月日 

加茂市訪問看護ステーション 加茂市石川２－2473－１ 育成医療・更生医療 令和４年３月31日 

桜本町薬局 上越市本町３丁目１－８ 育成医療・更生医療 令和４年４月１日 

ケンコー薬局 上越市大潟区潟町389番地４ 育成医療・更生医療 令和４年４月２日 

 

◎新潟県告示第446号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第59条第１項の規定に

より、指定自立支援医療機関（育成医療・更生医療）を次のとおり指定した。 

令和４年４月５日 

新潟県知事  花 角  英 世 

名 称 所 在 地 
担当する医療の 

種     類 
指定年月日 

訪問看護かえりえ上越 上越市春日野１丁目４番39号 更生医療 令和４年４月１日 

ケンコー薬局 上越市大潟区潟町389番地４ 育成医療・更生医療 令和４年４月２日 

 

◎新潟県告示第447号 

国土調査法（昭和26年法律第180号）第６条の３第２項の規定により、令和３年度地籍調査事業計画（令和３年

９月28日新潟県告示第1072号）を次のとおり変更する。 

令和４年４月５日 

新潟県知事  花 角  英 世 

調査を行う

者の名称 

調査区域 調査期間 
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柏崎市 

 

 

新発田市 

 

 

小千谷市 

 

 

十日町市 

 

 

 

 

 

 

見附市 

 

 

村上市 

 

 

 

 

燕市 

 

 

妙高市 

 

 

阿賀野市 

 

 

佐渡市 

 

 

 

魚沼市 

 

 

 

 

 

南魚沼市 

 

 

弥彦村 

 

 

田上町 

 

柏崎市の第１計画区 

 

 

新発田市の第６計画区及び第７計画区 

 

 

小千谷市の第31－２計画区、第32計画区及び第33計画区 

 

 

十日町市の市街第18計画区及び市街第19計画区 

 

 

十日町市の松代第１計画区、松代第２計画区、松之山第１計画区

及び松之山第２計画区 

 

 

見附市の第８－２－２計画区及び第９計画区 

 

 

村上市の塩谷（神林第34－１計画区）、塩谷（神林第34－２計画

区）、塩谷（神林第34－３計画区）及び朝日第36計画区（檜原・

板屋越・早稲田） 

 

 

燕市の第44計画区及び第45計画区 

 

 

妙高市の第１－２計画区 

 

 

阿賀野市の第39計画区、第40計画区、第41計画区及び第42計画区 

 

 

佐渡市の第52計画区、第53計画区、第54計画区、第55計画区、第

56計画区、第57計画区、第58計画区及び第59計画区 

 

 

魚沼市の原虫野再調査計画区その１、原虫野再調査計画区その

２、虫野再調査計画区その１、虫野再調査計画区その２、第37

－３計画区、第39－１計画区、第49計画区、第40計画区、第46

計画区、第17－２計画区、第11計画区及び第43計画区 

 

 

南魚沼市の第12－１計画区、第12－２計画区及び第11計画区 

 

 

弥彦村の第41計画区、第42計画区及び第43計画区 

 

 

田上町の第８計画区及び第９計画区 

 

令和４年３月31日まで 

 

 

令和５年３月31日まで 

 

 

〃 

 

 

令和４年３月31日まで 

 

 

令和５年３月31日まで 

 

 

      

令和４年３月31日まで 

 

 

〃 

 

 

 

 

令和５年３月31日まで 

 

 

令和４年３月31日まで 

 

 

〃 

 

 

〃 

 

 

 

〃 

 

 

 

 

 

〃 

 

 

     〃 

 

 

〃 

 



第26号 新  潟  県  報 令和４年４月５日(火) 

9 

 

阿賀町 

 

 

出雲崎町 

 

 

湯沢町 

 

 

 

刈羽村 

 

 

 

関川村 

 

 

湯之谷地域

森林組合 

 

阿賀町の第10－１計画区及び第10－２計画区 

 

 

出雲崎町の第六計画区、第七計画区、第八計画区及び第九計画区 

 

 

湯沢町の第107－４計画区、第2020－１計画区及び第2020－２計

画区 

 

 

刈羽村の第15計画区、第16－１計画区、第16－２計画区、第16

－３計画区、第16－４計画区及び第16－５計画区 

 

 

関川村の第22計画区及び第30－１計画区 

 

 

魚沼市の湯森林第１－１計画区、湯森林第２－１計画区、湯森林

第２－２計画区、湯森林第３－１計画区及び湯森林第３－２－１

計画区 

 

 

〃 

 

 

令和５年３月31日まで 

 

 

令和４年３月31日まで 

 

 

 

     〃 

 

 

 

〃 

 

 

〃 

   

 

◎新潟県告示第448号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条の規定により計画を定めて実施した、次の県営土地改良事業の工事

が完了した。 

令和４年４月５日 

新潟県知事  花 角  英 世 

地区名 事業名 市町村名 完了年月日 

千本坂 区画整理・農業用用排水施設整備事業 糸魚川市 令和３年 12月 27 日 

 

◎新潟県告示第449号 

国土調査法（昭和26年法律第180号）第19条第２項の規定により、次のとおり国土調査の成果を認証した。 

令和４年４月５日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 調査を行った者の名称及び地域 

調査を行った者の名称 成果の名称及び地域 

糸魚川市 糸魚川市の地籍図及び地籍簿 

大字藤崎の一部 

弥彦村 弥彦村の地籍図及び地籍簿 

大字弥彦の一部 

阿賀町 阿賀町の地籍図及び地籍簿 

大字石戸の一部 

関川村 関川村の地籍図及び地籍簿 

大字湯沢の一部 

２ 認証年月日 

 令和４年３月28日 

 

◎新潟県告示第450号 
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測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、国土交通省北陸地方

整備局松本砂防事務所長から次のとおり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定により公

示する。 

令和４年４月５日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 作業種類 公共測量（航空レーザ測量） 

２ 作業期間 令和３年８月12日から令和４年２月３日まで 

３ 作業地域 新潟県妙高市関川地先から長野県飯山市照岡地先 

 

◎新潟県告示第451号 

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条第１項の規定により次の区域を

急傾斜地崩壊危険区域として指定する。 

なお、関係図面は、新潟県土木部砂防課及び長岡地域振興局地域整備部において縦覧に供する。 

令和４年４月５日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 区域の名称 

村松北(３)急傾斜地崩壊危険区域 

２ 区域の表示 

 次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から10号までを順次結んだ線及び標柱10号と１号を結んだ線に囲ま

れた区域 

 長岡市村松 

  字長者原 

   2735番３         １号 

   2729番12         ２号及び３号 

   2729番17        ４号 

   2744番１        ５号及び６号 

  字片平 

2401番地先道路敷    ７号 

   2403番３        ８号 

   2405番３        ９号 

字長者原 

2735番３        10号 

 

公   告 

予算の公表について（公告） 

令和４年３月25日新潟県議会において議決された令和４年度新潟県一般会計予算、特別会計予算、企業会計予

算及び令和３年度補正予算の要領は、次のとおりである。 

令和４年４月５日 

新潟県知事  花 角  英 世 
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  敬老事業に係る記念品発注業者の選定における提案書の提出について（公告） 

敬老事業の記念品の発注業者を公募型プロポーザル方式により選定することとし、次のとおり希望する者の参

加を招請する。 

令和４年４月５日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 提案内容 

  敬老事業における記念品 

  詳細については、敬老事業に係る記念品のプロポーザル実施要領（以下「実施要領」という｡)に定めるとこ

ろによる。 

２ 参加者に求める資格 

  本件に参加できる者は、次に掲げる要件の全てを満たしている者でなければならない。 

(1) 新潟県内に主たる営業所（本社又は本店等）を置く者であること。 

(2) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

  (3) 新潟県の県税の納入義務を有する者にあっては、当該県税の未納がない者であること。 

(4) 消費税及び地方消費税を滞納していないこと。 

(5) 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成11 

年法律第225号）第21条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者（会社更生法の規定に基づ 

く更生手続開始の申立て又は民事再生法の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされた者であっても、更 

生計画の認可が決定された者又は再生計画の認可の決定が確定された者を除く｡)であること。 

(6) 会社法（平成17年法律第86号）第475条若しくは第644条の規定に基づく清算の開始又は破産法（平成16年

法律第75号）第18条若しくは第19条の規定に基づく破産手続開始の申立てがなされていない者であること。 

(7) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第１項第２号に規定する

暴力団及びその利益となる活動を行う者でないこと。 

３ 実施要領の交付等 

  実施要領は、本公告の日から新潟県福祉保健部高齢福祉保健課高齢化対策係で交付するほか、新潟県ホーム

ページで公開する。 

４ 質疑書の提出 

  本件について疑義が生じた場合は、次に定めるところにより、質疑書を提出する。 

(1) 提出期限 令和４年４月22日（金）午後５時15分（必着） 

(2) 提出場所 新潟県福祉保健部高齢福祉保健課高齢化対策係 

(3) 提出方法 実施要領に定める方法による。 

５ 参加申込書及び提案書の提出 

  本件に参加しようとする者は、次に定めるところにより、参加申込書及び提案書を提出する。 

(1) 提出期限 令和４年５月６日（金）午後５時15分（必着） 

(2) 提出場所 ４の(2) 

(3) 提出方法 実施要領に定める方法による。 

６ 提案書の審査 

(1) 審査は、新潟県敬老事業記念品選定委員会（以下「選定委員会」という｡)が行う。 

(2) 次のいずれかに該当する場合は、失格となることがある。 

ア 実施要領に適合しない参加申込書及び提案書を作成し、提出した者 

イ 記載すべき事項の全部又は一部を記載せず、あるいは虚偽の記載をし、参加申込書及び提案書を提出し

た者 

７ 審査結果の通知 

  選定委員会が提出された参加申込書及び提案書に基づき審査し、最も優れた提案を行った者を決定する。 

審査結果は全ての参加者に書面で通知する。 

８ 契約の締結 

県は、最優秀提案者と本件発注業務について契約締結の交渉を行う。 

 ただし、その者が地方自治法施行令第 167 条の４の規定のいずれかに該当することとなった場合、契約の締

結を行わないことがある。 

９ 異議の申立て 
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  提案者はプロポーザル実施後、実施要領等の内容の不知・不明を理由として、異議を申し立てることはでき

ない。また、郵便事故等により申込書等が提出先に到達しなかったことに対する異議を申し立てることはでき

ない。 

10 その他 

(1) 参加申込書及び提案書の作成、提出等に要する費用は提案者の負担とする。 

(2) 提案書の審査を行う際、必要な範囲において複製を作成することがある。 

(3) 提出された書類は返却しない。 

(4) 提出書類で用いる言語は日本語、通貨は円とする。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、自動車保管場所証明電子化システム賃貸借に

ついて、次のとおり一般競争入札を行う。 

なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年

政令第372号）の適用を受けるものである。 

令和４年４月５日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 入札に付する事項 

 (1) 調達案件の名称 

   自動車保管場所証明電子化システム賃貸借 

 (2) 調達案件の仕様、納入期限、納入場所等 

   入札説明書及び仕様書による。 

２ 入札に関する必要事項を示す（入札説明書の交付を含む｡)期間、場所及び問合せ先 

 (1) 期間 

   本公告の日から令和４年５月16日（月）まで（新潟県の休日を定める条例（平成元年新潟県条例第５号） 

  第１条第１項各号に規定する日を除く｡)の各日の午前９時から午後５時まで 

(2) 場所 

  新潟県警察本部警務部会計課契約調度係 

  なお、郵送による交付を希望する場合の送料は、自己負担とする。 

(3) 問合せ先 

 ア 契約手続に係るもの 

   郵便番号 950－8553 

   新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

   新潟県警察本部警務部会計課契約調度係 

   電話番号 025－285－1831（直通） 

 イ 機器等の仕様に係るもの 

   郵便番号 950－8553 

   新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

   新潟県警察本部交通部交通規制課企画管理係 

   電話番号 025－285－0110 内線5175 

３ 入札に参加する者に必要な資格 

  本件入札に参加する者は、次に掲げる要件の全てを満たしている者でなければならない。 

 (1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

 (2) 指名停止期間中の者でないこと。 

 (3) 本調達案件又はこれと同等の調達案件について、納入及び構築実績があることを証明した者であること。 

 (4) 本調達案件納入後の迅速なアフターサービス・メンテナンス体制が整備されていることを証明した者であ 

  ること。 

 (5) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と 

  社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

 (6) 本件入札に係る入札説明書の交付を受けている者であること。 

 (7) ４に定めるところにより、競争入札参加資格確認申請書等を提出し、本件入札に係る参加資格を有するこ 

  とについて新潟県知事から確認を受けている者であること。 
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４ 本件入札に係る参加資格の確認 

  本件入札に参加することを希望する者は、次に定めるところにより競争入札参加資格確認申請書等を提出し、 

 新潟県知事の確認を受けなければならない。この場合において、次に定めるところに従わなかった者及び本件 

 入札に参加する資格があると認められなかった者は、入札に参加することができない。 

 (1) 競争入札参加資格確認申請書等の提出 

  ア 提出期間 令和４年４月５日（火）から令和４年５月16日（月）まで（新潟県の休日を定める条例第１ 

        条第１項各号に規定する日を除く｡)の各日の午前９時から午後５時まで 

  イ 提出場所 郵便番号 950－8553 

         新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

         新潟県警察本部警務部会計課契約調度係 

  ウ 提出方法 持参又は郵送とする。ただし、郵送による場合は、アの期間内に必着させるとともに、簡易 

        書留郵便等の配達記録が残る方法を利用するものに限る。 

  エ 提出書類 入札説明書による。 

 (2) 参加資格の確認結果の通知 

   提出書類に基づき審査を行い、入札参加の可否を決定する。 

   本件入札に係る参加資格の確認結果については、令和４年６月10日（金）午前11時以降に２(3)アへ問い合 

  わせること。 

５ 入札執行の日時及び場所 

 (1) 日時 令和４年６月17日（金）午前11時00分 

 (2) 場所 新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 新潟県警察本部１階入札室 

６ 入札手続 

 (1) 入札の方法 

   次のいずれかの方法によること。 

  ア 本人(法人にあっては、代表権限を有する者。以下同じ。)又は代理人が入札執行の日時及び場所に入札 

   書を持参し、提出すること。ただし、代理人が入札書を持参し、提出する場合は、５(1)の入札執行時刻ま 

   でに委任状を提出し、代理権があることの確認を受けた者でなければならない。 

  イ 本人が作成した入札書を封書にした上、２(3)アに定める問合せ先を宛先とした配達証明付きの書留郵便 

   （封筒を二重とし、外封筒に「入札書在中」と朱書し、中封筒に１(1)の調達案件の名称及び５(1)に定め 

   る入札執行日時を記載したものに限る｡)を入札執行日の前日の午後５時までに新潟県警察本部に配達し、 

   文書収受の手続を受けること。 

 (2) 入札書の名義人 

   本人（代理人が入札書を入札執行時に持参する場合は、代理人）に限る。 

 (3) 入札書の記載方法 

  ア 使用する言語及び通貨は、日本語（名義に関する記載部分を除く｡)及び日本国通貨とする。 

  イ 落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する金額を加算した 

   金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするの 

   で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、自己の希 

   望する落札価格の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。その他は、入札説明書による。 

 (4) 落札者の決定方法 

   入札に参加した者のうち、新潟県財務規則（昭和57年新潟県規則第10号。以下「財務規則」という｡)第 

  54条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で、かつ、最低の価格をもって有効な入札を行 

  ったものを落札者とする。 

７ 無効入札 

  入札に参加する者に必要な資格のない者がした入札及び競争入札参加資格確認申請書等に虚偽の記載をし、 

 これを提出した者がした入札並びに入札に関する条件に違反した入札は、無効とする。 

８ 入札保証金 

  入札金額に100分の10に相当する金額を加算した金額の100分の５に相当する金額（当該金額に１円未満の端 

 数があるときは、その端数金額を切り上げた金額）以上の金額とする。ただし、財務規則第43条第１号に該当 

 する場合は、免除する。 

  なお、複数の方法による保証は、認めない。 

９ 契約保証金 



令和４年４月５日(火) 新  潟  県  報 第26号 

208 

  入札金額の100分の10に相当する金額を加算した金額の100分の10に相当する金額（当該金額に１円未満の端 

 数があるときは、その端数金額を切り上げた金額）以上の金額とする。ただし、財務規則第44条第１号に該当 

 する場合は、免除する。 

  なお、複数の方法による保証は、認めない。 

10 その他 

 (1) 競争入札参加資格確認申請書等の取扱い 

  ア 競争入札参加資格確認申請書等の作成に要する費用は、申請者の負担とする。 

  イ 提出された競争入札参加資格確認申請書等は、申請者に無断で使用しない。 

  ウ 提出された競争入札参加資格確認申請書等は、返還しない。 

 (2) 誓約書の提出 

   暴力団等の排除に関する誓約書については、入札説明書による。 

 (3) 暴力団関係者の不当介入に対する通報報告 

   契約の履行に当たり暴力団関係者から不当介入を受けた場合は、警察及び発注者（新潟県）に通報報告を 

  行うこと。 

 (4) 苦情申立て 

   本件調達手続において、参加資格の確認その他の手続に不服がある場合は、政府調達に関する苦情の処理 

  手続（平成11年６月新潟県告示第1221号）により、苦情の原因となった事実を知り、又は合理的に知り得た 

  ときから10日以内に新潟県政府調達苦情検討委員会に対して苦情を申し立てることができる。 

   なお、政府調達協定に関する苦情の申立てがあり、新潟県政府調達苦情検討委員会が契約締結の停止等を 

  要請した場合は、本件調達手続の停止等を行うことがある。 

 (5) その他 

  ア 契約の手続において使用する言語及び通貨は、日本語(契約当事者に関する記載部分を除く｡)及び日本国 

   通貨とする。 

  イ 本公告に定めるもののほか、本件の入札及び賃貸借契約の内容に関しては、財務規則その他新潟県知 

   事の定める規則及び日本国の関係法令の定めるところによる。 

11 Summary 

 (1) Nature of the products or services to be procured: 

    Leasing Contract for a Computerized System for Automobile Storage Registration 

 (2) Date,time and place for the opening of bids and tenders： 

   Date：Friday,June 17,2022 

   Time：11:00 am 

   Place：Niigata Prefectural Police Headquarters Building 

             First Floor,Contract Bidding Room 

       ４－１,Shinko-cho,Chuo-ku,Niigata-shi,Niigata-ken,JAPAN 

 (3) For more information,contact： 

   Accounting Division,Police Administration Department 

   Niigata Prefectural Police Headquarters Building 

   ４－１,Shinko-cho,Chuo-ku,Niigata-shi,Niigata-ken,JAPAN 

   Tel 025－285－1831 

 

病院局告示 

◎新潟県病院局告示第１号 

新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県病院局管理規程第５号）第９条の２の規定により、次のとおり指定納

付受託者を指定した。 

令和４年４月５日 

新潟県病院事業管理者 山﨑 理 

１ 指定した事務 

   新潟県立妙高病院、新潟県立中央病院、新潟県立十日町病院、新潟県立加茂病院、新潟県立吉田病院、新潟

県立がんセンター新潟病院、新潟県立坂町病院、新潟県立新発田病院及び新潟県立リウマチセンターにおいて、
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納入義務者の委託を受けて診療費等の収入を納付する事務 

２ 指定納付受託者の住所及び名称 

(1) 東京都文京区本郷３丁目33番５号 

三菱ＵＦＪニコス株式会社 

(2) 東京都港区南青山５丁目１番22号  

株式会社ジェーシービー 

３ 指定期間 

    令和４年４月１日から令和５年３月31日まで 
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